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何でこんなに負担が増える
所得税・住民税増税が国保税・介護保険料に連動する場合も。

●医療保険制度の改悪（02年10月）  

●雇用保険料引上げ（02年10月）

●医療保険制度の改悪（03年4月） 

●介護保険料の引上げ（03年4月）

●物価スライドによる年金給付額削減（03年4月）

●国立大学授業料値上げ（03年４月） 

●失業給付額の削減（03年5月）    

●生活保護費の老齢加算の縮減（04年度分） 

●発泡酒・ワインの増税（03年5月）  

◎たばこ税の増税（03年7月）  

◎所得税の配偶者特別控除の廃止（04年1月）

●物価スライドによる年金給付額削減　（04年4月）

●生活保護費の老齢加算の廃止（0４年４月）   

◎市区町村民税均等割引上げ（04年6月）

●厚生年金・共済年金保険料引上げ（04年10月）  

◎消費税の免税点引下げ等（個人事業者は05年1月）

◎所得税の公的年金等控除の縮小（05年1月）

◎所得税の老年者控除の廃止（05年1月）  

●国立大学の授業料値上げ（05年4月） 

●雇用保険料引上げ（05年4月） 

◎住民税の配偶者特別控除の廃止（05年6月）

◎住民税の働く妻の均等割非課税基準を一部廃止（05年6月）

●生活保護費の老齢加算の廃止（05年４月） 

●生活保護の母子加算の対象縮減(05年４月）

●厚生年金・共済年金保険料引上げ（05年9月）

●介護保険のホテルコスト導入（05年10月）

●障害者医療への自己負担強化（05年10月） 

◎所得税の定率減税の半減（サラリーマン）（06年1月）

◎所得税の定率減税の半減（年金受給者）（06年2月）

◎消費税免税点引き下げによる新規課税業者の初の申告期限（06年3月末）

●障害者の福祉サービス利用の原則１割負担、食費・光熱費も全額負担に（06年4月）

●国民年金保険料引き上げ（2017年度まで毎年）（06年4月）

●年金額引き下げ（物価スライドによる0.3％減額）（06年4月）

●介護保険料引き上げ（65歳以上　市町村毎）（06年4月）

●生活保護の老齢加算全廃（3年間で段階的に減らし今回全廃）（06年4月）

●生活保護の母子加算縮減（高校生以上の場合３年間で段階的廃止）（06年4月）

◎酒税引き上げ（06年5月）

◎住民税の定率減税の半減（06年6月）

◎住民税の公的年金等控除縮小（06年6月）

◎住民税の老年者控除廃止（06年6月）

◎住民税の高齢者非課税限度額廃止（06年6月～08年度まで段階的に）

◎住民税の働く妻の均等割非課税基準を完全廃止（0６年6月）

◎たばこ税引き上げ（06年7月）

●70歳以上の「現役並み」所得者の医療費が窓口負担１割から２割に（06年8月）　

●厚生年金保険料引き上げ（06年9月）（2017年度まで毎年）※以下は予定

●70歳以上の「現役並み」所得者の医療費が窓口負担2割から3割に（06年10月）　

●70歳以上の長期入院患者の食費負担増　居住費自己負担の導入（06年10月）　

●高額療養費の自己負担引き上げ（06年10月）　

◎定率減税の完全廃止（所得税07年1月）（住民税07年6月）

●70～74歳患者負担が１割から２割へ（08年4月）・・・・等

消費税収入は、法人税減収で消えた！

党県議団が県に負担軽減を申入
れ（8月17日県庁右から二番目私）
＜申入れ項目＞
①高齢者世帯の個人住民税の負
　担軽減へ実効ある対策を。
②介護保険料や国保税の住民負
　担を軽減する市町村へ補助を。

★別紙アンケート用紙と返信用封筒（切手不要）で、是非ご意見やご要望・ご相談をお寄せ下さい。

　
６
月
に
役
場
か
ら
住
民
税
納
税
通
知
書
が
送
ら
れ
る

と
、
「
間
違
い
な
の
で
は
」
と
問
い
合
わ
せ
が
殺
到
。

場
合
に
よ
っ
て
税
額
が
、
何
倍
に
も
増
え
た
か
ら
で
す
。

　
老
年
者
控
除
の
廃
止
と
公
的
年
金
等
控
除
の
縮
小
で

昨
年
か
ら
六
五
歳
以
上
の
高
齢
者
の
所
得
税
が
増
税
。

今
年
度
は
住
民
税
も
増
税
で
す
。
定
率
減
税
廃
止
に
よ

る
所
得
・
住
民
税
増
税
は
、
高
齢
者
に
限
り
ま
せ
ん
。

　
公
的
年
金
控
除
の
縮
小
は
国
保
税
増
税
に
連
動
。
住

民
税
が
非
課
税
か
ら
課
税
に
な
る
と
介
護
保
険
料
が
一

気
に
ア
ッ
プ
。
高
齢
者
は
二
重
三
重
の
負
担
増
で
す
。

増
分
で
年
金
の
１
ヶ
月
分
以
上
が
消
え
る
世
帯
も･･

。

　
日
本
共
産
党
は
、
国
政
で
増
税
中
止
を
要
求
。
私
を

含
む
党
徳
島
県
議
団
も
、
負
担
増
の
軽
減
措
置
を
県
に

申
し
入
れ
ま
し
た
。
（
左
枠
内
参
照
）

　
左
端
一
覧
に
あ
る
よ
う
に
、
自
民
・
公
明
政
権
下
、

税
に
限
ら
ず
各
分
野
で
、
大
変
な
国
民
負
担
増
で
す
。

　
日
本
共
産
党
は
、
公
共
事
業
や
軍
事
費
の
無
駄
を
な

く
す
よ
う
要
求
。
優
遇
さ
れ
て
い
る
高
額
所
得
者
や
大

企
業
に
応
分
の
負
担
を
求
め
て
、
増
加
す
る
社
会
保
障

費
を
確
保
す
べ
き
だ
と
主
張
し
て
い
ま
す
。
県
政
で
も
、

鉄
道
高
架
事
業
中
止
や
流
域
下
水
道
方
式
か
ら
合
併
浄

化
槽
方
式
へ
の
転
換
に
よ
る
節
約
を
求
め
て
い
ま
す
。

　
※
定
率
減
税
は
、
９
９
年
景
気
対
策
と
し
て
、
法
人

税
率
お
よ
び
所
得
税
最
高
税
率
引
き
下
げ
と
セ
ッ
ト
で

導
入
さ
れ
ま
し
た
。
と
こ
ろ
が
今
回
定
率
減
税
だ
け
廃

止
で
す
。
年
金
へ
の
課
税
強
化
と
定
率
減
税
廃
止
は
、

公
明
党
が
率
先
し
て
求
め
ま
し
た
。

　
※
高
額
所
得
者
に
か
か
わ
る
所
得
税
と
住
民
税
の
最

高
税
率
は
、
８
３
年
ま
で
は
あ
わ
せ
て
９
３
％
で
し
た
。

課
税
所
得
１
億
円
の
場
合
の
税
額
は
、
７
千
７
５
１
万

円
で
し
た
。
い
ま
や
そ
れ
が
あ
わ
せ
て
５
０
％
に
ま
で

下
が
り
、
課
税
所
得
１
億
円
の
場
合
、
税
額
は
４
千
７

２
０
万
円
。
８
３
年
比
で
３
千
万
円
も
の
減
税
で
す
。

※
大
企
業
に
か
か
わ
る
法
人
税
率
は
８
６
年
度
ま
で
は

４
３
・
３
％
で
し
た
が
５
回

に
わ
た
っ
て
引
き
下
げ
ら
れ
、

９
９
年
度
に
い
ま
の
３
０
％

ま
で
に
下
げ
ら
れ
ま
し
た
。
（
裏

面
解
説
も
ご
ら
ん
下
さ
い
）

あなたの支払う税金も、大きく増えていませんか？


